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しまねの道づくり道路網の整備と維持管理

H19 H20 H22

【背景】
・過疎化、少子化が進行する中、県民の日常の行動圏域は拡大しているが、通勤、通学、買い物、福祉、医療な
どの日常生活　に欠かせない道路整備は未だ不十分である。（県内の交通は自動車に依存しているが、県内の
国・県道の２車線改良率は６３％で全国から２０年遅れの水準）　日常活動を支える道路整備、わけても”命を支
える道”である緊急車両が迅速に往来できる道路、災害時に住民が安全に避難できる道路の早期整備が望まれ

ている。　　《資料１～５》

Ⅱ安心して暮らせるしまね
５生活基盤の維持・確保
１道路網の整備と維持管理

しまねの道づくり新たな道
づくりビジョン（H15.1)

【目的】
・効率的、計画的に道路の整備や維持管理を行い、県民が通勤、買い物、医療、福祉等の日常生活や産業活動
を円滑に行えるようにする。
【方針】
・県内各地とインターチェンジを連絡する道路や生活圏中心都市と連絡する道路など一般国道や幹線になる県
道や一定規模の集落と幹線を結ぶ県道については、重点的、計画的に、また、地域の実情に合わせて効率的に
進めていく。
・緊急医療機関への連絡強化や緊急輸送道路ネットワークの確立を図るとともに、適正な維持管理を行う。
【目標】
（島根県総合発展計画）　　　　　　　　　　　　　　　     　目標（平成２３年）　　　　　　　現時点（平成21年度末）
①生活圏中心都市への１時間アクセス圏域　　　              ７２．４％　　　　　　　　　　　　７２．３％
②道路改良率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              ６４％　　　　　　 　　　　　　　　６３％
③良好な路面状態の確保率　　　　　　　　　　　　                ９２％　　　　　　 　　　　　　　　９４％
※③は、安全な走行を確保できるＭＣＩ３．５以上の道路延長の割合　ＭＣＩは、舗装面のひび割れ、わだち掘れ等の状況を示す数値で、３．５
を下回ると安全で快適な走行を阻害することになる。

改革推進会議「生活・社会基盤整備部会」　事業説明資料

39,367 49,018

・道路は市民生活に欠かせない基礎インフラ（県内では自動車に移動手段を依存している）であり、全
国的に見てその整備水準に大きな格差があるべきではなく、財政的に厳しい中においてもコスト縮減
や創意工夫に取り組み、着実に整備を進めたいと考えている。そのために、これからの県内の道路整
備あるは維持管理など道路行政全般について幅広くご意見を伺いたい。

事業箇所数：補助事業もしくは交付金事業（補正込み、経済対策除き）
【２０年度】
国道改築工区　　１４ 　　県道改築工区　　１２９　　災害防除箇所　　２２　　　 耐震補強橋梁　　　８
【２１年度】
国道改築工区　　１４　　 県道改築工区　　１２０　　災害防除箇所　　３５　　　耐震補強橋梁　　１３
【２２年度】
国道改築工区　　１２　　 県道改築工区　　１１５　　災害防除箇所　　２７　　　耐震補強橋梁　　　７

《資料１０～１４（代表事例）》

道路法　昭和２７年
（旧道路法大正９年）

道路建設課、道路維持課土木部

地域活力基盤創造交付金事業費、国庫道路改良事業費、
新世紀道路ネットワーク整備事業費、県単道路整備事業
費、県単緊急道路災害防除事業費、道路橋梁維持修繕
費、道路標識整備費、道路橋梁照明維持費、除雪費外

一般会計

道路法

38,909

39,116 48,630 ―

①幹線道路の整備
・国道と約２，５００ｋｍある県道のうち、およそ１／３にあたる７９０ｋｍを幹線道路と位置づけ重点的に整備
②生活関連道路の整備
・県道のうち幹線道路を除いた区間（生活関連道路：１，７２０ｋｍ）については、一定規模集落から幹線道路や市
町村中心を連絡する区間など優先整備区間（約８７０ｋｍ）とその他区間（約８４０ｋｍ）に分類し、効率的に整備
③安全性、信頼性の高い道路ネットワークの構築
・緊急輸送道路ネットワーク確立のため、橋梁の耐震補強対策や通行危険箇所（約1，500箇所）の対策を推進
・歩行者や自転車が安心して利用できる歩行空間整備を推進
④適切な維持管理

・道路施設の長寿命化に取り組むとともに、地域の協力を得ながら道路の維持管理を行う。　《資料６～９》



国・都道府県道の改良率

昭和６３年当時の全国平均改良率：６２．２％平成２０年の島根
県改良率：６３．０％

島根県の道路の現状１＇統計（

●県内の国・県道の改良率は６３．８％に留まって
いる。

●国道・県道の改良率は全国平均から約２０年遅
れている。

《資料１》

■遅れている道路整備

■自動車へ依存する県内交通

●都市部と異なり、鉄軌道が発達していない。

●日常生活や経済活動において道路が生命線である。
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資料「H19年度 貨物・旅客地域流動調査 分析資料」

■道路整備現況

※改良率は車道幅５．５ｍ以上の割合
＇但し、市町村道は５．５ｍ未満を含む（

県内整備状況 改良率比較

路線数
実延長
＇ｋｍ（

改良率
＇％（

舗装率
＇％（

県内
改良率
＇％（

中国５県
改良率＇％（

全国
改良率＇％（

高速自動車国道 4 89.6 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

国・県道計 247 3,455.7 63.8% 65.6% 63.0% 67.8% 74.6%

一般国道 13 937.6 90.6% 91.4% 90.3% 93.2% 91.3%

指定区間 3 375.0 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

指定区間外 11 562.7 84.3% 85.7% 83.9% 89.5% 85.1%

県道 234 2,518.1 53.8% 56.0% 52.8% 58.7% 67.5%

主要地方道 51 1,150.6 68.6% 69.2% 67.4% 73.1% 76.6%

一般県道 183 1,367.5 41.4% 45.0% 40.5% 47.4% 60.2%

市町村道 33,889 14,571.3 51.9% 8.2% 51.4% 51.4% 55.9%

総合計 34,140 18,116.6 54.4% 19.6% 53.9% 54.9% 59.0%

県管理計 245 3,080.8 59.4% 61.4% 58.5% 64.5% 71.0%

＇H21.4.1現在（ ＇H20.4.1現在（



島根県の道路の現状２＇高速道路（

■高速道路の現況

≪高速道路の状況 ＇H22.4.1現在（≫

出
雲
市

山陰道の現状

供用済み事業中や未事業区間が多い

《資料２》

・県内の高速道路の供用は５５％にすぎない
出雲以西の整備は大きく遅れている。



島根県の道路の現状３＇特徴（

■建設コストが高い

■未改良区間で災害被害が多発

●山地が多く、事業費の大きいトンネ ル・ 橋梁が必

要となり、道路整備にコストがかかる。
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《資料３》

●島根県は、度々豪雤等自然災害に見舞われており

道路未改良区間で、被害が多発している。

例：平成１９年８月隠岐豪雤災害における被害状況

このときの豪雤でも、未改良区間で多くの災害が発生しており、被
災率＇箇所数／100km（は約３倍に達していた。
未改良区間では、自然法面のままで斜面対策等がなされていない
こと、排水対策が不十分なことなどが原因である。



島根県の道路の現状４ ＇地域からの要望（

集落が山間地にも満遍なく点在

中山間地の課題
路線バスの撤退
商店の消滅
小中学校の統廃合
専門医＇産婦人科など（ の減尐

道路は、日常生活に欠かせない

道路整備に関す
る多くの要望

地域が抱える課題

市町村から県へ出された改築要望のうち、多くの箇
所でそれを実現することができない状態

《資料４》

人口１９９０

出典：立命館大学ＨＰ
デジタル社会地図

全国的に見ても中国地方は山間部に集落
が多い

地域課題に密接に関係し、改築要望がまだまだ多い



島根県の道路の現状５ ＇要望例：小中学校の統廃合（

＇記事抜粋（

島根県では、人口減が進む益田、浜田、江津、大田の県西部四市と隠岐の島町が、計１２７
校の小中学校を８３校とする計画案を検討中。

島根県では既に地区説明会を開いている市町もあり、隠岐の島町は２２年度の実施を目指
す。計画案が実行されれば、県内の小学校は現行の２５２校から２２１校に、中学校は１０４校
から９３校に減る見通しだ。

計画案の策定に至っていない市町でも西ノ島町、奥出雲町、津和野町が検討委員会を組織
し、本年度内に方針をまとめる。また、雲南市は再編も視野に小中学校の適正規模を検討する
委員会を設置するなど統廃合の動きは強まっている。

平成２２年度の状況
小学校－８校廃校、１校新設 中学校－２校廃校

通学距離が伸
び、スクールバ
ス等を運行す
るが道路整備
が必要な箇所
も多い

Ｈ２１隠岐の島町の要望書

【対応】
平成22年度から南側区間につい
て改良事業着手

平成20年7月２０日

《資料５》

大久小学校大久小学校は１０
ｋｍ離れた西郷小
学校へ統合


